
令 和 4 年 第 2 回

さくら市議会定例会議案書
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付 議 事 件
第 2 回定例会

番号 事 件 名 提案者 ﾍﾟｰｼﾞ

1

さくら市議会議員及びさくら市長の選挙における

選挙運動用自動車の使用及び選挙運動用ポスター

の作成の公費負担に関する条例及びさくら市議会

議員及びさくら市長の選挙におけるビラの作成の

公費負担に関する条例の一部改正について

市 長 P 3

2 さくら市税条例等の一部改正について 〃 P 5

3 さくら市都市計画税条例の一部改正について 〃 P10

4
さくら市国民健康保険税条例及びさくら市介護保

険条例の一部改正について
〃 P12

5 令和 4 年度さくら市一般会計補正予算(第 2 号) 〃 P13

6
令和 4年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第

1 号）
〃 P33

7 市道路線の認定について 〃 P48

8 市道路線の変更について 〃 P49

報告

1

令和 3 年度さくら市一般会計繰越明許費繰越計算

書の報告について
〃 P50

報告

2

令和 3 年度さくら市一般会計事故繰越し繰越計算

書の報告について
〃 P52

報告

3

令和 3 年度さくら市水道事業会計予算繰越計算書

の報告について
〃 P54

報告

4

令和 3 年度さくら市下水道事業会計予算繰越計算

書の報告について
〃 P56

諮問

１
人権擁護委員候補者の推薦について 〃 P58
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議案第1号

さくら市議会議員及びさくら市長の選挙における選挙運動

用自動車の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担

に関する条例及びさくら市議会議員及びさくら市長の選挙

におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正

する条例について

さくら市議会議員及びさくら市長の選挙における選挙運動用自動車の

使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に関する条例及びさくら

市議会議員及びさくら市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市議会議員及びさくら市長の選挙における選挙運動

用自動車の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担

に関する条例及びさくら市議会議員及びさくら市長の選挙

におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正

する条例

（さくら市議会議員及びさくら市長の選挙における選挙運動用自動車

の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に関する条例の一部

改正）

第1条 さくら市議会議員及びさくら市長の選挙における選挙運動用自動
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車の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に関する条例（平

成17年さくら市条例第22号）の一部を次のように改正する。

第4条第2号ア中「1万5,800円」を「1万6,100円」に改め、同号イ中

「7,560円」を「7,700円」に改める。

第8条中「525円6銭」を「541円31銭」に、「31万500円」を「31万6,250

円」に改める。

（さくら市議会議員及びさくら市長の選挙におけるビラの作成の公費

負担に関する条例の一部改正）

第2条 さくら市議会議員及びさくら市長の選挙におけるビラの作成の公

費負担に関する条例（平成20年さくら市条例第23号）の一部を次のよ

うに改正する。

第4条中「7円51銭」を「7円73銭」に改める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

2 この条例による改正後のさくら市議会議員及びさくら市長の選挙にお

ける選挙運動用自動車の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負

担に関する条例及びさくら市議会議員及びさくら市長の選挙における

ビラの作成の公費負担に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以

下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、

施行日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前

の例による。
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議案第 2 号

さくら市税条例等の一部改正について

さくら市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市税条例等の一部を改正する条例

（さくら市税条例の一部改正）

第1条 さくら市税条例（平成17年さくら市条例第62号）の一部を次のよ

うに改正する。

第18条の4第1項中「交付」の次に「（法第382条の4に規定する当該

証明書に住所に代わるものとして施行規則で定める事項の記載をした

ものの交付を含む。）の」を加える。

第33条第4項を次のように改める。

4 前項の規定は、前年分の所得税に係る第36条の3第1項に規定する確

定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規

則に定める事項の記載があるときは、当該特定配当等に係る所得の

金額については、適用しない。

第33条第6項を次のように改める。

6 前項の規定は、前年分の所得税に係る第36条の3第1項に規定する確

定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項

その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定株式等
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譲渡所得金額に係る所得の金額については、適用しない。

第 34 条の 9 第 1 項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所

得金額申告書」を「確定申告書」に改め、同条第 2 項中「申告書に係

る年度分の個人の県民税」を「確定申告書に係る年の末日の属する年

度の翌年度分の個人の県民税」に改める。

第36条の2第1項ただし書中「所得税法第2条第1項第33号の4に規定す

る源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。）の法第314条の2第1項第10号の2

に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が95万

円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当しないもの」に

改め、同条第2項中「第2条第4項ただし書」を「第2条第3項ただし書」

に改める。

第36条の3の2の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第1項中第3号を第4号とし、第2号を第3号とし、第1号の

次に次の1号を加える。

(2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が1,000万円以下であるも

のに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第313条第3項に

規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の

支払を受けるもの及び同条第4項に規定する事業専従者に該当する

ものを除き、合計所得金額が133万円以下であるものに限る。次条

において同じ。）の氏名

第36条の3の3の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第1項中「あって、」の次に「特定配偶者（所得割の納税

義務者（合計所得金額が900万円以下であるものに限る。）の自己と生

計を一にする配偶者（退職手当等（第53条の2に規定する退職手当等に

限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であって、

合計所得金額が95万円以下であるものに限る。）をいう。第2号におい

て同じ。）又は」を、「控除対象扶養親族」の次に「であって退職手

当等に係る所得を有しない者」を加え、同項中第3号を第4号とし、第2

号を第3号とし、第1号の次に次の1号を加える。

(2) 特定配偶者の氏名

第73条の2中「閲覧の手数料」を「閲覧（法第382条の4に規定する固

定資産課税台帳に住所に代わるものとして施行規則で定める事項の記

載をしたものの閲覧を含む。）の手数料」に改める。
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第73条の3中「交付」の次に「（法第382条の4に規定する当該証明書

に住所に代わるものとして施行規則で定める事項の記載をしたものの

交付を含む。）の」を加える。

附則第7条の3の2第1項中「令和15年度」を「令和20年度」に、「令

和3年」を「令和7年」に改める。

附則第10条の2第2項中「4分の3」を「5分の4」に改め、同条中第26

項を第27項とし、第25項を第26項とし、第24項の次に次の1項を加える。

25 法附則第15条第44項に規定する市町村の条例で定める割合は4分

の3とする。

附則第16条の3第2項を次のように改める。

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条の4第2項に規定する特定

上場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当

等」という。）に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納

税義務者が前年分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る

配当所得につき同条第1項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。

附則第17条の2第3項中「、第37条の8又は第37条の9」を「又は第37

条の8」に改める。

附則第20条の2第4項を次のように改める。

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得

税に係る第36条の3第1項に規定する確定申告書に前項後段の規定の

適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。

附則第20条の2第6項中「年の翌年の4月1日の属する年度分の」を「年

分の所得税に係る」に、「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定

申告書にこの項」に改め、「（条約適用配当等申告書にこれらの記載

がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含

む。）」を削る。

附則第26条を削る。

（さくら市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第2条 さくら市税条例等の一部を改正する条例（令和3年さくら市条例

第17号）の一部を次のように改正する。

第1条のうち市税条例第36条の3の3第1項の改正規定中「控除対象扶

養親族を除く」を「年齢16歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年

齢16歳未満の者又は」を加え、「有しない者を除く」を「有する者」

に改める。
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附則第2条第2項の改正規定中「の規定中個人の市民税に関する部分」

を「第24条第2項及び第36条の3の3第1項並びに附則第5条第1項の規定」

に改める。

附 則

（施行期日）

第1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。

(1) 第1条中さくら市税条例第36条の3の2の見出し及び同条第1項並

びに第36条の3の3の見出し及び同条第1項の改正規定並びに同条例附

則第7条の3の2第1項及び第17条の2第3項の改正規定並びに同条例附

則第26条を削る改正規定並びに第2条（次号に掲げる改正規定を除く。）

の規定並びに附則第3条第1項及び第2項の規定 令和5年1月1日

(2) 第1条中さくら市税条例第33条第4項及び第6項、第34条の9第1項

及び第2項、第36条の2第1項ただし書及び第2項並びに第36条の3第2

項及び第3項の改正規定並びに同条例附則第16条の3第2項、第20条の

2第4項並びに第20条の3第4項及び第6項の改正規定並びに第2条（さ

くら市税条例等の一部を改正する条例（令和3年条例第17号）附則第

2条第2項の改正規定に限る。）の規定並びに附則第3条第3項の規定

令和6年1月1日

(3) 第1条中さくら市税条例第18条の4第1項の改正規定、同条例第73

条の2第1項の改正規定及び同条例第73条の3第1項の改正規定並びに

次条並びに附則第4条第3項及び第4項の規定 民法等の一部を改正

する法律（令和3年法律第24号）附則第1条第2号に掲げる規定の施行

の日

（納税証明書に関する経過措置）

第2条 前条第3号に掲げる改正後のさくら市税条例第18条の4第1項（地

方税法（昭和25年法律第226号）第382条の4に係る部分に限る。）の規

定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第20条の10の規

定による証明書の交付について適用する。

（市民税に関する経過措置）

第3条 第1条の規定による改正後のさくら市税条例（以下「新条例」と

いう。）第36条の3の2第1項の規定は、附則第1条第1号に掲げる規定の

施行の日（以下この項及び事項において「1号施行日」という。）以後

に支払を受けるべき第36条の3の2第1項に規定する給与について提出す
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る同項及び同条第2項に規定する申告書について適用し、1号施行日前

に支払を受けるべき第1条の規定による改正前のさくら市税条例（次項

において「旧条例」という。）第36条の3の2第1項に規定する給与につ

いて提出した同項及び同条第2項に規定する申告書については、なお従

前の例による。

2 新条例第36条の3の3第1項の規定は、1号施行日以後に支払を受けるべ

き所得税法（昭和40年法律第33号）第203条の6第1項に規定する公的年

金等（同法第203条の7の規定の適用を受けるものを除く。以下この項

において「公的年金等」という。）について提出する新条例第36条の3

の3第1項に規定する申告書について適用し、1号施行日前に支払を受け

るべき公的年金等について提出した旧条例第36条の3の3第1項に規定す

る申告書については、なお従前の例による。

3 附則第1条第2号に掲げる規定による改正後のさくら市税条例の規定中

個人の市民税に関する部分は、令和6年度以後の年度分の個人の市民税

について適用し、令和5年度分までの個人の市民税については、なお従

前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第4条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関す

る部分は、令和4年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

3年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

2 令和2年4月1日から令和4年3月31日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和4年法律第1号）第1条の規定による改正前

の地方税法（昭和25年法律第226号）附則第15条第2項に規定する施設

又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。

3 附則第1条第3号に掲げる規定による改正後のさくら市税条例第73条の

2第1項（地方税法第382条の4に係る部分に限る。）の規定は、同号に

掲げる規定の施行の日以後にされる同法第382条の2の規定による固定

資産課税台帳（同条第1項ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の閲覧について適用する。

4 附則第1条第3号に掲げる規定による改正後のさくら市税条例第73条の

3第1項（地方税法第382条の4に係る部分に限る。）の規定は、同号に

掲げる規定の施行の日以後にされる同法第382条の3の規定による証明

書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付に

ついて適用する。

-9-



議案第3号

さくら市都市計画税条例の一部改正について

さくら市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市都市計画税条例の一部を改正する条例

さくら市都市計画税条例（平成 17 年さくら市条例第 64 号）の一部を

次のように改正する。

附則第 18 項を第 19 項とし、第 17 項を第 18 項とする。

附則第 16 項中「附則第 10 項及び第 12 項」を「附則第 11 項及び第 13

項」に、「附則第 10 項及び第 13 項」を「附則第 11 項及び第 14 項」に、

「第 13 項及び第 14 項」を「第 12 項、第 14 項及び第 15 項」に、「附則

第 13 項から第 15 項まで」を「附則第 14 項から第 16 項まで」に、「附則

第 15 項の「農地」を「附則第 16 項の「農地」に、「附則第 15 項の「前

年度分の」を「同項の「前年度分の」に改め、同項を附則第 17 項とする。

附則第 15 項を第 16 項とする。

附則第 14 項中「附則第 10 項」を「附則第 11 項」に改め、同項を附則

第 15 項とする。

附則第 13 項中「附則第 10 項」を「附則第 11 項」に改め、同項を附則

第 14 項とする。

附則第 12 項中「附則第 10 項」を「附則第 11 項」に改め同項を附則第

-10-



13 項とする。

附則第 9 項から第 11 項までを 1 項ずつ繰り下げ、第 8 項の次に次の 1

項を加える。

（法附則第 15 条第 44 項の条例で定める割合）

9 法附則第 15 条第 44 項に規定する市町村の条例で定める割合は、4 分

の 3 とする。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

2 この条例による改正後のさくら市都市計画税条例の規定は、令和 4

年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和 3 年度分までの

都市計画税については、なお従前の例による。
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議案第4号

さくら市国民健康保険税条例及びさくら市介護保険条例の

一部改正について

さくら市国民健康保険税条例及びさくら市介護保険条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

さくら市条例第 号

さくら市国民健康保険税条例及びさくら市介護保険条例の

一部を改正する条例

（さくら市国民健康保険税条例の一部改正）

第1条 さくら市国民健康保険税条例（平成17年さくら市条例第65号）の

一部を次のように改正する。

附則第22項中「令和4年3月31日」を「令和5年3月31日」に改める。

（さくら市介護保険条例の一部改正）

第2条 さくら市介護保険条例（平成17年さくら市条例第122号）の一部

を次のように改正する。

附則第19項中「令和4年3月31日」を「令和5年3月31日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、改正後のさくら市国民健康保険税

条例及びさくら市介護保険条例の規定は、令和4年4月1日から適用する。
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議案第 5 号

令和 4 年度さくら市一般会計補正予算（第 2 号）

令和 4 年度さくら市の一般会計の補正予算（第 2 号）は、次に定める

ところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2 億 2,325 万 1

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 197 億 7,325

万 1 千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和4年度さくら市一般会計補正予算
（第2号）に関する説明書
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( )

( )

( )

給　与　費　明　細　書

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 0

310,399

310,240

159

186,792

186,792

0

0

883

883

0

扶養手当 通勤手当 住居手当

17,065

2,888,955
362

362

給　料

職員手当
区　分

16

比　較

（単位：千円）

区　分

補正後 34,448

34,432

20,888

20,888

26,598

26,598

0

補正前

0
0

１　一般職

（１）総括

備考合　計共済費
計職員手当

区　分

481,079

2,887,722

1,233

2,407,876

2,406,643

1,2330

773,304

773,129

175

481,0791,258,891

2,265

2,265

0

993

993

0

補正後

補正前

36,586

36,586

児童手当

0

0

0

0

136,387

136,387

0

17,065

（単位：千円）

の 内 訳

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 0 0

区　分 地域手当

補正後 0 0

寒冷地手当

給　与　費

報　酬

375,681

374,623

1,058

比　較 0 0

1,258,891

職員数

　　（人）

補正後

補正前

306

306

0
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( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

比　較 0 0

補正前 0 0

区　分 地域手当 寒冷地手当

補正後 0 0

0 0

比　較 0 159 0 0 0 0

の 内 訳 補正前 0 92,962 0 0

職員手当

補正後 0 93,121 0 0 0 0

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当

比　較 0 16 0 0 0 0

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

補正前 0 16,804 0 0

宿日直手当

補正後 0 16,820 0 0 6,912 0

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

6,912 0

（単位：千円）

629,113 106,978 736,091
53

比　較
0

1,058 0 175

補正前
302

374,623 137,812 116,678

1,233 0 1,233
0

補正後
302

375,681 137,812 116,853 630,346 106,978 737,324
53

　ア　会計年度任用職員

（単位：千円）

区　分
職員数 給　与　費

共済費 合　計 備考
　　（人） 報　酬 給　料 職員手当 計
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議案第 6 号

令和 4 年度さくら市介護保険特別会計補正予算（第 1 号）

令和 4 年度さくら市介護保険特別会計の補正予算（第 1 号）は、次に

定めるところによる ｡

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 44 万 円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 35 億 1,730 万 7 千円と

する。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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令和4年度さくら市介護保険特別会計補正予算
（第1号）に関する説明書
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議案第 7 号

市道路線の認定について

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 8 条第 2 項の規定により、市道路

線を認定するため、議会の議決を求める。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

整理

番号
路 線 名 起 点 終 点

1 市道Ｕ2100 号 さくら市大中 さくら市氏家
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議案第 8 号

市道路線の変更について

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 10 条第 3 項の規定により、市道

路線を変更するため、議会の議決を求める。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志

整理

番号
路 線 名 新旧別

起 点

終 点

1 市道Ｕ2065 号

旧
さくら市草川

さくら市草川

新
さくら市草川

宇都宮市芦沼町
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報告第 1 号

令和 3 年度さくら市一般会計繰越明許費繰越計算書の報

告について

令和 3 年度さくら市一般会計繰越明許費に係る歳出予算の経費を令和

4 年度に繰り越したので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）

第 146 条第 2 項の規定により別紙のとおり報告する。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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（別紙）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2 総務費 1 総務管理費
住民情報関連システ
ム管理事業

6,700,000 6,700,000 6,700,000

2 総務費 1 総務管理費

住民税非課税世帯等
に対する臨時特別給
付金給付事業（総政
所管）

570,480,000 280,787,000 280,787,000

2 総務費 1 総務管理費

住民税非課税世帯等
に対する臨時特別給
付金給付事業（福祉
所管）

70,220,000 70,157,000 70,157,000

4 衛生費 1 保健衛生費
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業

220,996,000 17,000,000 17,000,000

6 農林水産業費 1 農業費 農業委員会事務費 320,000 320,000 320,000

7 商工費 1 商工費
消費拡大クーポン券
配布事業

20,000,000 20,000,000 20,000,000

8 土木費 2 道路橋梁費 道路維持補修事業 26,800,000 26,800,000 11,523,000 10,300,000 4,977,000

8 土木費 2 道路橋梁費 道路改良事業 76,374,000 64,104,000 20,671,000 15,800,000 27,633,000

8 土木費 2 道路橋梁費
市道Ｕ１－１０号道
路改良事業

64,682,000 61,821,000 29,937,000 26,900,000 4,984,000

8 土木費 2 道路橋梁費 橋梁維持事業 147,200,000 49,000,000 24,500,000 22,000,000 2,500,000

8 土木費 3 都市計画費
氏家駅東地区魅力向
上事業

4,796,000 4,796,000 4,796,000

9 消防費 1 消防費 消防団運営事業 13,383,000 13,383,000 11,500,000 1,883,000

10 教育費 1 教育総務費 学校ＩＣＴ管理事業 3,550,000 3,550,000 1,597,000 1,953,000

10 教育費 2 小学校費
小学校施設長寿命化
改良事業

455,522,000 455,522,000 150,000,000 300,000,000 5,522,000

10 教育費 2 小学校費 小学校運営事業 8,556,000 8,556,000 4,275,000 4,281,000

10 教育費 3 中学校費 中学校運営事業 2,702,000 2,702,000 1,350,000 1,352,000

10 教育費 5 社会教育費 氏家公民館運営事業 60,000,000 60,000,000 54,000,000 6,000,000

令和3年度さくら市一般会計 繰越明許費繰越計算書

（単位：円）

左　の　財　源　内　訳

未 収 入 特 定 財 源款 項 事　業　名 金　　額
翌　年　度　
繰　越　額 既 収 入

特 定 財 源
一般財源
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報告第 2 号

令和 3 年度さくら市一般会計事故繰越し繰越計算書の報

告について

令和 3 年度さくら市一般会計事故繰越しに係る歳出予算の経費を令和

4 年度に繰り越したので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）

第 150 条第 3 項の規定により別紙のとおり報告する。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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（別紙）

（単位：円）

8 土木費 2 道路橋梁費 道路改良事業 4,627,000 2,804,000 1,823,000 1,823,000 1,823,000

契約の相手方が移転
先地の選定や事務手
続き等に不測の日数
を要したため

令和3年度さくら市一般会計 事故繰越し繰越計算書

左の内訳 左　の　財　源　内　訳

款 項 事　　業　　名
支出負担
行為額

支出負担
行為予定額

翌　年　度　
繰　越　額

説　　明

支出済額 支出未済額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入
特 定 財 源

一般財源
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報告第 3 号

令和 3 年度さくら市水道事業会計予算繰越計算書の報告

について

地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 26 条第 3 項の規定によ

り、さくら市水道事業会計の繰越額の使用に関する計画について、別紙

のとおり報告する。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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左の財源内訳

損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円

1　資本的支出 1　建設改良費
未普及地域解消事
業費
（7工区）

33,000,000 0 33,000,000 33,000,000 0 0

33,000,000 0 33,000,000 33,000,000 0 0

令和3年度さくら市水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額

合　　　　　計

款 項 事　　業　　名
予　算
計上額

支払義務
発生額

翌年度
繰越額

不用額

翌年度繰越額に係
る繰越を要するた
な卸資産の購入限

度額

説　　明

他工事との重複部分の施工に際し、
工期の調整が必要になったため
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報告第 4 号

令和 3 年度さくら市下水道事業会計予算繰越計算書の報告

について

地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 26 条第 3 項の規定によ

り、さくら市下水道事業会計の繰越額の使用に関する計画について、別

紙のとおり報告する。

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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　地方公営企業法第26条第2項ただし書の規定による事故繰越額

国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円

1 1

下水道事業 営業費用 3,025,000 0 3,025,000 0 0 3,025,000 0 0 

　費用

3,025,000 0 3,025,000 0 0 3,025,000 0 0 

令和3年度　さくら市下水道事業会計予算繰越計算書

左の財源
内訳

合　　　　　計

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度
繰越額

不用額

翌年度繰
越額に係
る繰越を
要するた
な卸資産
の購入限

度額

説　明

氏家水処理セン
ターNo.1汚泥脱
水機制御盤修繕

　半導体の需要が急
増し、世界的な半導
体の不足により、交
換部品の調達に不測
の日数を要したため
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諮問第 1 号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委

員法（昭和 24 年法律第 139 号）第 6 条第 3 項の規定により、議会の意見

を求める。

記

住 所 さくら市葛城 193 番地

氏 名 渡 邉 幸 雄

生年月日 昭和 28 年 2 月 7 日

令和 4 年 6 月 2 日提出

さくら市長 뤷 塚 隆 志
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